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In recent years, a protective flow occurred in the world trade system. The United States imposed ad-
ditional tariff measures on the EU, Canada, Mexico and other countries, reviewed NAFTA (North Amer-
ican Free Trade Agreement) and then had sanctions including additional tariffs on China’s infringement 
of intellectual property rights. China took countermeasures against the US, including additional tariffs. 
In addition, negotiations between UK and EU are following in terms of Britain’s withdrawal from the EU 
(Brexit), and difficulties in UK’s internal procedures. On the other hand, WTO does not function, and 
each country has concluded its own FTAs (Free Trade Agreements), and international rules are becoming 
absent. Under such circumstances, Japan should play a major role to maintain the world free trade sys-
tem.
In this paper, I would examine the future development of Japan’s trade policy and FTA policy after 
organizing the FTA movements that have progressed in the world and Japan. Japan should play a leading 
role in “Promotion of Mega FTA” and “WTO Reform” to deter the spread of protectionist movements 
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た非関税分野における制度の整備が必要となった 3。このような自由貿易の制度の整備は，GATT













界の FTAのWTOへの通報件数を見ると，1948年から 1994年の間に GATTに通報された件数は
124件であったが，1995年のWTO創設以降，急速に拡大している（図 1）。45
注目される FTAとしては，1994年に米国，カナダ，メキシコ間が結んだ NAFTA（North Ameri-
can Free Trade Agreement: 北米自由貿易協定）である。NAFTAには物品貿易の自由化のみならず，
投資自由化，知的財産権保護，紛争解決処理などが含まれ FTAのモデル的なものとなっている 6。ま
た，ヨーロッパでは，1993年には EEC（European Economic Community: 欧州経済共同体）が拡大
し，EU（European Union: 欧州連合）が生まれた 7。一方，1992年に先行加盟 6カ国による AFTA-
 3 石川城太（2016）「FTAの一考察―理論的側面を中心に―」経済産業研究所ウェブサイト：https://www.rieti.go.jp/jp/events/
bbl/16031001.html.
 4 WTOにおいては RTA（Regional Trade Agreement）と表記されている。
 5 https://www.statista.com/chart/13297/number-of-worldwide-regional-trade-agreements/（2019年 9月 23日）
 6 浦田秀次郎ほか編著（2007）『FTAガイドブック 2007』ジェトロ，2007, pp. 186‒204.
 7 浦田秀次郎ほか編著（2007）前掲，pp. 224‒238及び伊藤白（2013）「EUの FTA政策―日 EU・EPA交渉に向けて―」『調




図 1　GATT/WTOに通告された FTAの数 4（出所：WTOサイト5）
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わが国の経済連携協定の進展と自由貿易体制への貢献
































 8 菅原淳一（2018）「2019年のわが国の通商政策課題　メガ FTA, WTO改革，日米貿易協議が柱に」みずほインサイト〈https://
www.mizuho-ri.co.jp/publication/research/pdf/insight/pl181221.pdf〉
 9 貿易統計によると，2015年には輸入 2.9兆円に対し，輸出は 4,600億円余り。輸出入の差は 2.6兆円以上となる。
10 浦田秀次郎，「自由貿易のメリットとは」，公明新聞，2017年 4月 3日。
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刻である。わが国では 2007年から人口が減り続け，この傾向が続けば 2050年までに人口 1億人を
割るとの推計 11がある。生産労働人口も 1990年代をピークに急激な減少傾向にある。2019年 1月時









prehensive and Progressive Agreement for Trans-Pacific Partnership）と日 EU経済連携協定（EPA: 













ろうとしている 15。しかしながら，2019年 3月時点で，署名済／発効済の FTAの相手国との貿易額が
貿易総額に占める割合（いわゆる「FTAカバー率」）は，わが国では約 40％に留まっている。一方，
韓国は同時点で 67.7％となっている。また，2016年末時点において，FTAカバー率をみると，ASE-
AN 58.8％，オーストラリア 68.2％，カナダ 70.5％，シンガポール 78.1％，チリ 93.1％，ベトナム
11 国立社会保障・人口問題研究所（2017）「わが国の将来推計人口（平成 29年度）」Population Research Series, No. 336, July 
31, 2017.
12 総務省（2019）「人口動態調査」https://www.stat.go.jp/data/jinsui/pdf/201901.pdf
















どがある。このような中でメガ FTAは，2国間 FTAで生じる問題を広域の FTAによって解決するも
のでもある 19。そして，近年，わが国は大規模なメガ FTAを進めることができた。米国の離脱により，
一時漂流の危機もあった TPPは，2018年 3月には CPTPPとして署名され，同年 7月には日 EU･ 
EPAが署名された。CPTPPは 2018年 12月 30日に，日 EU・EPAは 2019年 2月 1日に発効した。
しかしながら，一方で RCEPについては 2018年内の合意を目標に交渉が行われたが，合意には至ら
なかった。これらの FTA/EPAは「メガ FTA」と呼ばれる。メガ FTAは，「一般的に，主要な国を含
16 日本貿易振興機構 （2017） 「ジェトロ世界貿易投資報告 2017」 〈https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/gtir/2017/dai1_2.
pdf〉
17 https://www.meti.go.jp/report/tsuhaku2019/pdf/2019_gaiyo.pdf（2019年 9月 23日）
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むと共に多くの国々が参加する FTAである 20」とされている。Baldwin（2012）21は，CPTPPや RCEP
など広域的に多くの国々が参加する FTAを「メガ・リージョナル FTA」，日 EU・EPAなど経済規模
の大きな国や地域の FTAを「メガ・バイラテラル FTA」としている 22。




な協定：Comprehensive and Progressive Trans-Pacific Partnership）は，モノの関税だけでなく，サー
ビス，投資の自由化，知的財産，電子商取引，国有企業の規律など幅広い分野で 21世紀型のルール
を整備するものである。WTOが機能不全になり自由化の進展が望めない中で，参加国間で新しい高





















20 浦田秀次郎（2015）「メガ FTAとWTO―競合か補完か―」『国際貿易と投資』増刊，2015.10, pp. 14‒29.
21 Richard Baldwin（2012），“WTO 2.0: Global governance of supply-chain trade,” Policy Insight, No.64, December 2012. 
CEPR. Website http://repository.graduateinstitute.ch/record/15559/files/PolicyInsight64.pdf
22 リチャード・ボールドウィン（遠藤真美訳）（2018）「世界経済大いなる収斂―ITがもたらす新次元のグローバリゼーショ
ン―」，日本経済新聞出版社，pp. 298.（原書名：Richard Baldwin, The Great Convergence, 2016.）
23 中国政府が掲げる産業政策で 2015年 5月に発表された。次世代情報技術や新エネルギー車など 10の重点分野と 23の品目
を設定し，製造業の高度化を目指す戦略となる。
24 山下一仁（2019）「米中貿易戦争とわが国～本質は“逆”自由貿易協定だ～」政策研究フォーラム『改革者』2019年 8月号。










日 EU・EPAは， 2013年 4月の交渉開始し，2017年 12月に交渉妥結した後，2018年 7月に署名
され，同年 12月に日 EU双方の国会及び欧州議会での承認を経て，2019年 2月 1日に発効した。当
初は交渉が難航していたが，トランプ大統領の下で米 EU間の TTIP（Transatlantic Trade and In-
vestment Partnership：大西洋横断貿易投資パートナーシップ協定）の交渉の先行きが不透明となり，
また，英国の EU離脱前に協定を発効しようという EUの思惑があり交渉が促進された 25。これにより










RCEP（Regional Comprehensive Economic Partnership，東アジア地域包括的経済連携，ASEAN
＋6）は，ASEAN10ヶ国にわが国，中国，韓国，インド，オーストラリア，ニュージーランドの 6ヶ
国が加わった 16ヶ国が参加する経済連携協定である。経済圏としては世界人口の約 49％（約 34億








25 植田大祐（2017）「EUの FTA政策と日 EU経済連携協定の概要」国立国会図書館調査及び立法考査局『岐路に立つ EU―総
合調査報告書―』，調査資料 2017-3, pp. 171‒185. http://dl.ndl.go.jp/view/download/digidepo_11055944_po_20180316.pdf? 
itemId=info%3Andljp%2Fpid%2F11055944&contentNo=1
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RCEP交渉は 2019年 11月の首脳会合での決着を目指している 30。CPTTPや日 EU・EPA交渉を経験
したわが国が交渉相手国の発展のレベルを勘案し，CREP締結に対してイニシアティブを発揮する必
要がある。
26 http://www.maff.go.jp/j/wpaper/w_maff/h29/h29_h/trend/part1/chap1/c1_2_00.html（2019年 9月 23日）
27 浦田秀次郎（2018）「崩壊の危機に直面する自由貿易体制」，『国際問題』2018年 12月号，No. 677
28 菅原淳一 （2018） 「RCEP交渉年内実質妥結見送り」 『みずほインサイト』 2018.11.15. 〈https://www.mizuho-ri.co.jp/publication/
research/pdf/insight/pl181115.pdf〉
29 浦田秀次郎（2019）「参院選　深めたい論点（4）通商・貿易「反保護主義の戦略示せ」，日本経済新聞，2019年 7月 17日
付け朝刊。
30 世耕経済産業大臣の閣議後記者会見〈https://www.meti.go.jp/speeches/kaiken/2019/20190910001.html〉（2019年 9月 23日）
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図 3　世界の人口と GDPに占める EUとわが国の割合（出所：農林水産省資料 26）



































31 https://www.meti.go.jp/policy/trade_policy/east_asia/activity/rcep.html（2019年 9月 23日）




図 4　ASEANの FTA/EPAへの取り組み（出所：経済産業省サイト 31）
図 5　わが国の 2018年の貿易相手国（出所：2019年財務省貿易統計）
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37 馬田啓一（2015）「メガ FTAの潮流と日本の通商戦略の課題」国際経済学会，2015年 8月 12日







































42 浦田秀次郎「崩壊の危機に直面する自由貿易体制」国際問題（677）, 1‒5, 2018-12.
43 浦田秀次郎「崩壊の危機に直面する自由貿易体制」国際問題（677）, 1‒5, 2018-12.
44 浦田秀次郎，「参院選　深めたい論点（4）通商・貿易「反保護主義の戦略示せ」，わが国経済新聞朝刊，2019年 7月 17日
45 一般社団法人わが国経済団体連合会の提言・報告書「経済連携，貿易投資新たな時代の通商政策の実現を求める―世界貿易
機関（WTO）の改革を中心に―」2019年 1月 22日
46 浦田秀次郎，「参院選　深めたい論点（4）通商・貿易「反保護主義の戦略示せ」，わが国経済新聞朝刊，2019年 7月 17日
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47 梶田朗・安田啓編著『FTAガイドブック 2014』ジェトロ，2014, pp. 2‒23; 馬田啓一「メガ FTA時代のWTO―その新たな
役割―」石川幸一ほか編著『FTA戦略の潮流―課題と展望―』文眞堂，2015, pp.3‒17等を参照。
48 https://eeas.europa.eu/delegations/japan/50681/node/50681_en（2019年 9月 23日）









太平洋を取り囲む 21の国と地域の経済協力枠組みである APEC （Asia-Pacific Economic Coopera-
tion）における重要な課題として地域経済統合がある。このため，2006年に APEC加盟エコノミー











49 一般財団法人国際貿易投資研究所 （2019） 「トランプ政権下の北米における新たな生産調達戦略」　http://www.iti.or.jp/report_84.
pdf
50 経済産業省（2018）「通商白書 2018」，pp. 275.
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図 6　FTAAPへの道筋（出所：経済産業省「通商白書 2018」50）
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表 1　地域別 GDPシェアと日経海外法人数・売上高シェア比較 52（出所：経済産業研究所資料 53）
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わが国の経済連携協定の進展と自由貿易体制への貢献
である。つまり，わが国は，WTOのルールを基盤としながらも，対応する国との経済的・政治的な
関係性の違いに配慮し，WTOのルールを超えた，また，WTOルールではカバーされていない分野
における経済連携を進めるツールとして FTA/EPAを進めることになる。このように，わが国にとっ
て良好な経済連携を構築する上で，WTOとメガ FTAと二国間 FTA/EPAは相互に補完しあうことに
なる。
また，世界的な保護主義的な動きを抑止し，自由貿易を維持するために，わが国が貢献すべき役割
は大きい。例えば，メガ FTAの推進は，わが国のメリットのみならず，地域の自由貿易を推進する
ことになる。グローバルな自由貿易体制を補完・維持するために「WTO改革」でも，わが国が主導
的役割を果たすことができる。
具体的には，わが国としては，より一層WTO改革のイニシアティブを取るため，日米 EU三極で
の交渉，有志国によるプルリ交渉を進めるとともに，メガ FTAや二国間 FTAを戦略的に展開するこ
とが求められる。つまり，CPTTPの拡大，2019年に予定される RCEP及び日トルコ EPAを妥結し，
日中韓 FTAの早期の実現を進め，メルコスール（南米南部共同市場）との EPA交渉を早期に開始す
べきである。
また，日米通商協議については，日米間の貿易の更なる拡大を実現し，日米の連携の下で公正な
ルールに基づく自由で開かれたインド太平洋地域経済システムを構築していかなければならない。今
後一層，日米関係が重要になってくるであろう。特に日米関係については，経済上の問題のみならず，
安全保障上の問題が関係してくる。二国間 FTAのみならずメガ FTAを戦略的に展開し，日米間で互
恵的関係を構築していくことはわが国の安全保障政策の重要な課題である。
